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臨時・非常勤教職員の処遇改善・雇用安定を求める要請書 

 

日頃より、教育の発展にご尽力されていることに対し敬意を表します。 

５月、地方公務員法及び地方自治法の一部が改正され、2020 年４月施行までに、特別職非常勤

職員や臨時的任用職員の任用要件の厳格化とともに、会計年度任用職員制度が創設され、自治体で

規定等の整備が行われます。教職員については各県の教育委員会において制度設計等がされること

となります。 

学校にはこれまで加配教職員や専門的スタッフとして臨時・非常勤教職員が多く配置されてきま

した。また、標準定数法で定められた教職員数を正規教職員で充足させることなく、臨時・非常勤

教職員を配置している自治体も多くあります。14年、総務省及び文科省から自治体に対し臨時・非

常勤・任期付職員の任用等に係る通知が出されました。しかし、教育現場ではその趣旨が徹底され

ておらず、正規教職員とほぼ変わらない職務内容の非正規教職員にあっては不当に処遇が低く抑え

られています。さらに労働基準法等の規定をふまえた休暇等の整備、業務にあった適切な任用、時

間外勤務手当の支給などについて地公法等に抵触する実態となっており、社会的にも問題ととらえ

られてきています。 

法施行にあたっては不適切ないわゆる「空白期間」の是正や職務給の原則をふまえた賃金の設定、

法に則った勤務条件等の整備を行う必要があるとともに、施行への移行期間から現状の改善が必要

です。 

臨時・非常勤教職員が雇用と生活の不安を抱くことなく職務にあたることは、教育の質の確保の

観点からも必要であり、各教育委員会に対し、14年通知の趣旨の徹底と法改正をふまえた適切な制

度設計について指導するとともに、処遇改善にむけ以下についてご尽力されることを要請します。 

 

記 

 

１． 

 

 

 

２． 

 

３． 

 

４． 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部改正の施行にあたっては、法改正の趣旨をふまえ任用や賃金、

勤務条件等の制度設計を行うよう都道府県・市区町村教育委員会に対し指導・助言を行うこと。

また、法施行にあたって職員団体との十分な交渉・協議を行うよう、都道府県・市区町村教育委

員会に対し指導・助言を行うこと。 

法施行までの移行期間において「雇止め」を行わないこと。また、任用替えにあたって賃金水準

の低下及び労働条件の改悪とならないよう都道府県・市区町村教育委員会に対し指導すること。 

任用時の初任給決定にあたっては勤務経験や職務・職責に応じた適切な設定とするよう都道府

県・市区町村に対し指導すること。 

いわゆる「空白期間」の実態について把握し、任用されていないにもかかわらず業務を行ってい

る現状の改善、業務に合った適切な任用期間とするよう各教委に対し指導・助言を行うこと。 



 

５． 

 

６． 

 

７． 

 

８． 

 

 

９． 

教職員の年齢構成等を考慮し、教職員採用試験の受験年齢の撤廃、当面上限の引き上げと、臨時・

非常勤教職員の経験と実績をふまえた選考等を工夫するよう都道府県・政令市に促すこと。 

教育公務員特例法及び地方公務員法の趣旨に則り、臨時・非常勤教職員の研修機会を確保するよ

う各教委に指導・助言すること。 

労働基準法、労働安全衛生法、男女雇用機会均等法等で定められている規定について、法令遵守

を徹底するよう各教委に指導・助言すること。 

非常勤教職員に対して所定労働時間を超えて勤務を命じた場合、労基法の規定をふまえ時間外勤

務手当等に相当する報酬を支払うよう都道府県・市区町村教委に対し指導すること。また、必要

な財源等について措置すること。 

標準定数法で定められている定数を充足していない都道府県・政令市に対して、充足させるよう

指導すること。 

以上 


